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 成長戦略の一丁目一番地
　 5月末に，内閣府から今年度の
規制改革推進会議の答申が発表さ
れました。この規制改革推進会議
についての報道は今やほとんど目
にしなくなりましたが，2012年
12月に誕生した第 2次安倍内閣
では翌2013年 1月に「規制改革
会議」を立ち上げています。この
時，開会に当たって，“規制改革は，
安倍内閣の一丁目一番地である。
成長戦略の一丁目一番地でもあ
る。（中略）安倍政権においては，
目的ははっきりしているわけであ
り，経済活性化のための規制改革
である。そして，規制改革により
経済の成長，そして雇用を作って
いくことが目的である。その目的
を明確化させていきたい”という
のが当時の首相発言でした。
　これを現在の「規制改革推進会
議」に衣替えをしたのが2016年，
実はこれが今でも続いています。
規制改革推進会議は，内閣府設置
法第37条第 2項に基づき設置さ
れた審議会で，“内閣総理大臣の
諮問に応じて，経済社会の構造改

革を進める上で必要な規制の在り
方の改革に関する基本的事項を総
合的に調査・審議することを主要
な任務”としています。規制改革
推進会議について，関心のある方
は，ぜひ以下のURLにアクセス
してみてください。
https://www8.cao.go.jp/kisei-
kaikaku/kisei/meeting/committee/2
50528/250528general_ref02_01.pdf
　ここでは2013年発足の規制改
革会議から2016年以降現在に至
る規制改革推進会議で，どのよう
な規制緩和が実際に実施されてき
たかをまとめた規制改革実施計画
のフォローアップの一覧表を見る
ことができます。人事労務でいえ
ば，PayPayに代表される口座を
使う賃金のデジタル払いや兼業・
副業の推進などはこの会議での議
論を契機としています。
　思えば，資本主義を標榜する自
由で民主的な陣営にあって日本ほ
どいろいろな規制でビジネス環境
を囲む国は珍しく，戦後の荒廃か
ら立ち直った日本が世界経済の中
で重要な地位を占めるにつれて，

アメリカを筆頭に日本の規制緩和
を求める圧力は強くなってきまし
た。これに応える格好で，また高
度成長が終焉を迎えた後は，日本
経済に新たな成長を促す起爆剤の
役割を担わせるためとして，日本
は国内の既得権集団との交渉を繰
り返しながら，様々な分野での規
制の見直しを行ってきました。

対象はスタートアップのみ
　さて今年度の規制改革推進会議
の答申のなかで，労働市場に関連
する部分については面白いアイデ
アが含まれているので，ご紹介し
ます。
　答申では，裁量労働制の対象業
務と管理監督者の該当性の判断の
見直しについて触れています。実
は最初にこれを目にした時はやや
腰砕けだなとの思いを抱きまし
た。答申では裁量労働，管理者の
規制緩和の対象をスタートアップ
時の企業に絞り込まれるとしてい
ます。
　社員の業務内容や役割の変化が
激しいスタートアップ段階では，

-JJ-

ピー・エム・ピー株式会社　代表取締役　鈴木 雅一

〈No.30〉規制改革推進会議の答申について

〈No.23〉最高裁「同一労働同一賃金」最新判決について
〈No.24〉改めて労働基準法を考える
〈No.25〉低落続く日本の労働生産性

〈No.26〉改正育児・介護休業法「個別の周知」「意向の確認」の義務付けについて
〈No.27〉改めて労働者代表の選出方法を考える

〈No.28〉改めて賃金規定を考える
〈No.29〉改めて産業医を考える



712025.7　人事マネジメント
www.busi-pub.com

専門業務型・企画業務型ともにあ
らかじめ労使間でみなし労働時間
を定める裁量労働制の適用が難し
いというのが議論のスタートで
す。この点では首肯できます。詳
しく見れば，
① スタートアップ企業には企画型
裁量労働を中心に必要とされる
労使委員会の設置等は手続き負
担が大きい。

② 現在の法解釈では，「裁量労働
制の非対象業務が混在する場合
は非対象業務について専門型の
対象業務と非対象業務とを混在
して行う場合は，たとえ非対象
業務が短時間であっても，それ
が予定されている場合は，全体
として専門型を適用することは
できない」とされているが，ス
タートアップでは労働者が複数
の業務を担当する事が一般的で
ある。

③ スタートアップでは，社員が経
営や人事等に関する重要な決定
権限を持つ一方で部下を持たな
いケースが多く存在する。その
様な役割を担う社員が果たして
管理監督者に該当するかが不明
確である。

といった見解が挙げられています。
　スタートアップという切り口は
斬新というか，突拍子もないとい
うか，そんな思いではありますが，
一方でこの議論を契機に，裁量労
働制や管理監督者の見直しにつな

がるのであれば，良しとしましょ
う。

裁量労働の対象拡大なるか
　裁量労働については，第 2次安
倍内閣で厚生労働省での資料作成
の際のケアレスミスにより，結局
は，当時の経済界が切望した企画
業務型裁量労働の対象拡大のため
の法改正が見送られました。
　それ以降，政府・行政の動きを
見ると，裁量労働制における労働
基準法の大掛かりな法改正は避
け，法解釈の拡大や，国会ではな
く厚生労働大臣の決定で可能な労
働基準法施行規則の改正の範囲内
に留まっています。法解釈の拡大
の結果，特に，新商品もしくは新
技術の研究開発または人文科学も
しくは自然科学に関する研究の業
務と，事業運営において情報処理
システムを活用するための問題点
の把握またはそれを活用するため
の方法に関する考案もしくは助言
の業務（いわゆるシステムコンサ
ルタントの業務）は，かなり広範
囲にわたって専門業務型裁量労働
の対象とすることも可とされたよ
うです。
　しかしながら労働基準監督署か
らの指導のリスクは軽減したのか
もしれませんが，今までは，専門
裁量の対象ではないと解釈してき
た業務を，今さら，どのような社
内議論を構成して裁量労働の対象

に変更できるのでしょうか？
　当時の審議会の議事録では，例
えば，システムコンサルタントは，
実際のシステム設計には関わらな
い（これはシステムエンジニアと
いう専門裁量の別の業務の位置づ
け）ためシステム専門家である必
要はない，という発言などがあり
ましたが，システムコンサルタン
トという職種名の社員をシステム
専門家でなくともよいという説明
は，どう考えても変ですね。労基
署のリスクがないから，社内の定
義を変更しようという説明では，
合理性も社員からの納得性も得に
くいと思います。
　今回の規制改革推進会議の問題
提起を，ぜひ国会審議を経て法改
正にまで展開され，それに沿って
企業が改正法に則した制度設計を
行えるようにしていただきたいと
思います。
　仮にスタートアップだけでの裁
量労働が認められ，スタートアッ
プでは管理者概念も緩和されるの
であれば，影響は限定的とならざ
るを得ません。もっとも，企業は
したたかですので社内に常にスタ
ートアップ状態の組織を創出する
のなどの工夫により，少しでも裁
量労働を拡大し管理者概念を緩和
しようとする動きが出現するかも
しれません。これはこれで問題で
すね。
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